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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次

第38期

第１四半期

連結累計期間

第39期

第１四半期

連結累計期間

第38期

会計期間
自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日

自　平成23年４月１日

至　平成23年６月30日

自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日

売上高 （百万円） 23,337 22,699 108,976

経常利益 （百万円） 2,464 1,954 13,341

四半期(当期）純利益 （百万円） 1,289 1,283 3,300

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 957 1,356 2,660

純資産額 （百万円） 60,201 62,272 61,379

総資産額 （百万円） 248,709 237,127 237,359

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

（円） 27.93 27.54 71.37

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

（円） 27.82 － 71.08

自己資本比率 （％） 21.4 23.4 23.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △6,348 △432 14,126

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △632 △3,541 △5,962

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △2,872 5,172 △19,131

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

（百万円） 22,559 23,186 21,446

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第38期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

４　第39期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため、記載をしておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　
文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

　
前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

前年同期比

売　上　高 23,337百万円 22,699百万円 △2.7％

営 業 利 益 2,474百万円 1,530百万円 △38.1％

経 常 利 益 2,464百万円 1,954百万円 △20.7％

四半期純利益 1,289百万円 1,283百万円 △0.5％

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響を受けて非

常に厳しい状況が続きましたが、生産活動の回復等により一部で景気回復の動きも見られるようになっております。

しかしながら、自粛ムードや電力需給問題、原発事故の影響など、依然として先行き不透明な状況であります。

こうした中、当社グループの第１四半期連結累計期間の状況は、当初懸念された震災の影響も限定的で、会員制リ

ゾートホテル「ＸＩＶ（エクシブ）」の利用客数が前年同期並みを維持できたこと、前期（平成23年３月18日）に開

業を迎えた高級会員制リゾートホテル「エクシブ有馬離宮」が通期稼動したことなどに加え、新規販売開始した「エ

クシブ軽井沢 パセオ」、「エクシブ軽井沢サンクチュアリ・ヴィラ ムセオ」を始めとするリゾートホテル会員権の

販売が好調に推移しましたが、前年同期と比較しますと契約高が減少したため、売上高は22,699百万円（前年同期比

2.7％減）、営業利益は1,530百万円（前年同期比38.1％減）、経常利益は1,954百万円（前年同期比20.7％減）、四半

期純利益は1,283百万円（前年同期比0.5％減）と、減収減益となりました。なお、当第１四半期連結累計期間におい

て、キャンペーンとして実施しておりました施設売上からの義援金１億円、並びに当社施設のお客様からの募金及び

６月に開催いたしました女子プロゴルフトーナメント「リゾートトラストレディス」での募金を福島県へ寄付いた

しております。
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。なお、「セグメント利益」は営業利益であります。

(会員権事業)

　 前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間 前年同期比

売上高 7,494百万円 6,382百万円 △14.8％

セグメント利益 1,462百万円 283百万円 △80.6％

会員権事業におきましては、「エクシブ有馬離宮」や新規販売開始となった「エクシブ軽井沢 パセオ」、「エ

クシブ軽井沢サンクチュアリ・ヴィラ ムセオ」の会員権販売が好調に推移しましたが、契約高が減少したことな

どにより減収減益となりました。

　

(ホテルレストラン等事業)

　 前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間 前年同期比

売上高 12,108百万円 11,680百万円 △3.5％

セグメント利益 746百万円 911百万円 22.1％

ホテルレストラン等事業におきましては、前期（平成23年3月18日）に開業した高級会員制リゾートホテル「エ

クシブ有馬離宮」が通期稼動し、その運営収益や年会費等が収益貢献しましたが、前年同期に連結子会社であった

第一アドシステム㈱が子会社でなくなった影響などにより減収増益となりました。

　

(ゴルフ事業)

　 前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間 前年同期比

売上高 1,988百万円 1,925百万円 △3.2％

セグメント利益 135百万円 91百万円 △32.7％

ゴルフ事業におきましては、ゴルフ会員権の販売が増加しましたが、震災の影響でグランディ那須白河ゴルフク

ラブ（福島県）がクローズしたことなどにより減収減益となりました。

　

(メディカル事業)

　 前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間 前年同期比

売上高 1,682百万円 2,594百万円 54.2％

セグメント利益 102百万円 224百万円 119.6％

メディカル事業におきましては、当期より医療施設経営コンサルティング業を営む子会社㈱アドバンスト・メ

ディカル・ケアを連結化したこと、メディカル会員権の販売が好調に推移したことなどにより増収増益となりま

した。

　

(その他）

　 前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間 前年同期比

売上高 64百万円 116百万円 81.8％

セグメント利益 27百万円 20百万円 △26.6％

その他におきましては、賃貸料収入が増加しましたが、間接費用の増加などにより増収減益となりました。
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(2)　財政状態の分析

（資産）

当第１四半期連結会計期間末の総資産は237,127百万円（前連結会計年度比231百万円の減少）となりました。

これは、前連結会計年度末に比べ、子会社においてシンジケートローンを組成したことなどにより現金及び預金が

2,186百万円増加した一方で、会員権販売に伴い販売用不動産が1,759百万円減少したこと、及び営業貸付金が876

百万円減少したことなどによるものであります。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は174,855百万円(前連結会計年度比1,123百万円の減少）となりまし

た。これは、前連結会計年度末に比べ、工事代金の支払いに伴い未払金が5,216百万円減少したことなどによるもの

であります。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は62,272百万円（前連結会計年度比892百万円の増加）とな

りました。これは、前連結会計年度末に比べ、剰余金が増加したことなどによるものであります。その結果、当第１

四半期連結会計期間末における自己資本比率は 23.4％（前連結会計年度比0.3ポイント増）となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

　 前第１四半期
連結累計期間

当第１四半期
連結累計期間

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,348百万円 △432百万円

投資活動によるキャッシュ・フロー △632百万円 △3,541百万円

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,872百万円 5,172百万円

現金及び現金同等物の四半期末残高 22,559百万円 23,186百万円

当第１四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、23,186百

万円（前年同期比626百万円の増加）となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間における営業活動による資金は、432百万円の減少（前年同期比5,916百

万円の増加）となりました。前年同期比の主な増加要因は、法人税等の支払額が3,250百万円減少した

ことなどによります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間における投資活動による資金は、3,541百万円の減少（前年同期比2,908

百万円の減少）となりました。前年同期比の主な減少要因は、定期預金の払戻による収入が1,650百万

円減少したことなどによります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結累計期間における財務活動による資金は、5,172百万円の増加 （前年同期比8,044

百万円の増加）となりました。前年同期比の主な増加要因は、長期借入れによる収入が6,470百万円増

加したことなどによります。
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(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　

買収防衛策について 

株式会社の支配に関する基本方針 

①当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の概要

当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者の大規模な買付行為に応じて当社

株式の売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考

えます。

当社は、大規模な買付行為を行う買付者は、株主の皆様の判断のために、当該買付行為に関する必要かつ十分な情

報を当社取締役会に事前に提供し、当社取締役会の意見形成や代替案作成のための一定の評価期間が経過した後のみ

当該買付行為を開始する必要があると考えております。

また、大規模買付行為の中には、当該買付行為が企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうものと認められ

るものもないとは言えません。当社はかかる大規模な買付行為に対して、当社取締役会が適切と考える方策をとるこ

とも、企業価値ひいては株主共同の利益を守るために必要であると考えております。

　

②当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資する特別

な取組みの概要

（a）中期経営計画に基づく取組み

当社グループは、平成20年４月にスタートした中期５ヶ年経営計画「エクセレント・ホスピタリティ計画」に

おいて、既存事業の強化と共に、お客様層の拡大や会員制リゾート事業で培ったノウハウを活かした新規事業展開

を目指しております。

「エクセレント・ホスピタリティ計画」の基本戦略は以下の通りです。 

ⅰ　既存事業の強化

関東圏の販売力を強化する一方で、既存ホテルの収益力向上と安定的なビジネスモデル構築に取り組む他、ハ

イセンス・ハイクオリティを追求したゴルフ場運営や、メディカル事業についても、検診を主体とした事業から

総合的により健康をサポートする事業への発展を推進していきます。
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ⅱ　顧客ターゲットの拡大

これまで会員制リゾート事業で培ったサービス・ノウハウを活かし、マーケットの増加が見込まれるアクティ

ブシニア層や、東アジア圏の海外富裕層の取り込みなど、新たな顧客層開拓を目指します。

ⅲ　新規事業の成長

当社グループの13万人以上の会員に対し、新たな付加価値やサービスの提供、当社が培ってきたホテルの食事、

医療ネットワークなどの強みを活かし、今後マーケットの拡大が見込まれるシニアレジデンスなどシニアライフ

事業の充実を目指します。

これらの事業間の連携で、グループのシナジー効果を最大限発揮し、組織力強化を図ることで持続的成長を目指

します。また、新たな成長基盤を構築するとともに、コンプライアンスを強化してさらなる企業価値を創造するこ

とにより、株主共同の利益の向上を図ってまいります。

（b）コーポレートガバナンス強化への取組み

当社は、株主をはじめお客様、取引先、地域社会、従業員すべてのステークホルダーから信頼される企業となるた

め、コーポレートガバナンスの充実を経営上の重要な課題として位置づけています。企業倫理と遵法を徹底すると

ともに、内部統制システムを整備し、経営の透明性を確保することに努めています。その一環として、株主総会の充

実、取締役会の意思決定の迅速化、および監督機能の強化、監査役の監査機能の強化等に取り組んでいます。

　

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する

ための取組みの概要

当社は上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

る取り組みとして、「当社株式の大規模買付への対応方針」（以下「本対応方針」といいます。）を、導入しておりま

す。

本対応方針では、当社株式に対し20％以上の大規模買付行為を行おうとする者（以下「大規模買付者」といいま

す。）が大規模買付行為実施前に遵守すべき、大規模買付行為に関する合理的なルール（以下「大規模買付ルール」

といいます。）を定めております。大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断する

ために必要な情報や、当社取締役会の意見を提供し、更には当社株主の皆様が当社取締役会の代替案の提示を受ける

機会を確保することを目的としております。当社取締役会は、大規模買付者に対し、大規模買付行為に関する必要かつ

十分な情報を当社取締役会に提供することを要請し、当該情報の提供完了後、大規模買付行為の評価検討のための期

間を設定し、当社取締役会としての意見形成や必要に応じ代替案の策定を行い、公表することとします。従いまして、

大規模買付行為は、取締役会の評価検討の期間の経過後にのみ開始されるものとします。大規模買付者が、大規模買付

ルールを遵守した場合は、当社取締役会は、当該大規模買付行為が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく

毀損することが明白と判断される場合を除き、対抗措置をとりません。他方、大規模買付者が、大規模買付ルールを遵

守しなかった場合には、当社取締役会は、当社企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、必要かつ相

当な範囲内において会社法その他の法律及び当社定款が認める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗することがあ

ります。

本対応方針は、平成22年６月開催の当社定時株主総会において、その更新について株主の皆様のご承認を賜り同日

から発効しており、その有効期限は、同日から３年内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終

結の時までとなっております。
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④本対応方針が、会社の支配に関する基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではないこ

と、会社役員の地位の維持を目的とするものではないこと及びその理由

本対応方針は、①買収防衛策に関する指針等の要件の充足していること、②本対応方針が会社支配に関する基本方

針の考え方に沿って設計されたものであること③本対応方針が当社株主の共同の利益を損なうものではないこと④

合理的な手続きが定められ、独立委員会の活用等、取締役会による適正な運用が担保されていること等の理由から、基

本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社経営陣の地位の維持を目的

とするものではないと考えております。

　

本対応方針の詳細につきましてはインターネット上の当社ウェブサイトに掲載しております。

　（アドレス　 http://www.resorttrust.co.jp/）

　

(5)　研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は２百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

(6)　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

わが国における今後の経済情勢につきましては、景気回復基調をたどりつつあったものの、平成23年3月11日の

東日本大震災により、当面の国内景気は見通し困難な状況にあります。余暇関連産業・市場の動向においても、国

内の自粛ムードや電力需給問題などによる消費者マインドの低下が予想され、非常に厳しい経営環境が続くもの

と考えております。こうした中、当社グループは会員制リゾートホテル業界のリーディングカンパニーとして、リ

ゾートホテルや医療関連サービスなど社会にやすらぎを提供するホスピタリティ産業に携わる企業として、グ

ループ一丸となって復興に貢献してまいりたいと考えております。

今後、復興需要も含め、国内景気の緩やかな回復が予想され、また、原発問題等により一時的に減少している海外

からの旅行ニーズも中期的には大きな回復の原動力となることが期待されます。また、アクティブシニアの増加、

余暇ニーズ・健康志向の高まりは、わが国における長期的な趨勢と予想されます。

こうした環境に即し、当社グループは、既存事業の徹底強化を図り、より安定的な収益基盤を確立することと、顧

客ターゲットの拡大・新規事業ビジネスモデル構築を柱とし、最上のホスピタリティを提供する「エクセレント

・ホスピタリティ・グループ」となることを目指します。また、企業の成長源泉である人材の育成を行い、事業の

持続的な成長を可能にする組織・風土を確立するとともに、企業としての社会的責任を重視し、コンプライアンス

の徹底や内部統制システムの整備にも継続して取り組み、リゾートトラストグループの総合力を発揮し、さらなる

収益力の強化と企業価値の向上を図ってまいる所存です。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

　

②　【発行済株式】

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成23年６月30日)

提出日
現在発行数(株)

(平成23年８月12日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 51,705,748 51,705,748

東京証券取引所
（市場第一部）
名古屋証券取引所
（市場第一部）　

単元株式数は100
株であります。

計 51,705,748 51,705,748 － －

(注)提出日現在発行数には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成23年６月29日

新株予約権の数 6,830個　(注)１ 3,170個　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 683,000株 317,000株

新株予約権の行使時の払込金額 1,041円　（注）２

新株予約権の行使期間
平成23年11月１日～

平成28年６月29日

平成25年６月30日～

平成28年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価格　　　　1,041円

資本組入額　　　　521円

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の決議によ
る承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４

(注)１　各新株予約権の目的である株式数（以下「付与株式数」という。）は100株とする。ただし、新株予約権の割当日

後、当社普通株式の分割（普通株式の無償割当を含む。以下同じ。）または併合が行われる場合には、付与株式

数は当該株式の分割または併合の比率に応じて比例的に調整されるものとする。かかる調整は当該時点におい

て未行使の新株予約権の付与株式数についてのみ行われ、調整の結果、１株未満の端数が生じた場合には、これ

を切り捨てるものとする。

２　新株予約権割当日後、当社普通株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率
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　また、新株予約権割当日後に、時価を下回る価額で新株発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式によ

り行使価額は調整され、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。ただし、新株予約権の行使の場合は、

行使価額の調整は行わない。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した数

をいうものとし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替え

るものとする。

　上記のほか、新株予約権割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、他の種類株式の普通株主

への無償配当、他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、その他の場合であって行使価額の調整が必要

であると当社が判断する場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整されるものとする。

３　新株予約権の行使は、以下の各条件に服する。

① 各新株予約権の一部行使は認められない。

② 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社の取締役・監査役・執行役員・従業員または関係

会社の取締役・従業員としての地位にあることを要する。

③ 上記②にかかわらず、新株予約権者が、行使期間中に死亡した場合は、その相続人が権利を行使できるものと

する。

４　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以下、

「組織再編行為」という。）をする場合において、当社は組織再編行為の効力発生の時点において残存する新

株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の対象者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項

第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基

づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸

収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場

合に限るものとする。

① 新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

② 新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記に準じて決定する。

③ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案の上、調整される行使価額に上記②に従って決定される株式の数を乗じて得られ

る金額とする。

④ 新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の権利行使期間と同じとする。

⑤ 譲渡による新株予約権の取得の制限

各新株予約権を譲渡するときは、再編対象会社の承認を要するものとする。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成23年６月30日 ─ 51,705 ─ 14,258 ─ 13,906

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

①　【発行済株式】

平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 　  

5,070
－

普通株式 5,101,300

完全議決権株式（その他） 普通株式 46,315,500463,155 －

単元未満株式 普通株式 288,948 － －

発行済株式総数 　 51,705,748 － －

総株主の議決権 　 － 468,225 －

(注) １　「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式がそれ

ぞれ2,600株(議決権26個)及び64株含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式61株が含まれております。

　
②　【自己株式等】

平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

リゾートトラスト株式会社
名古屋市中区東桜二
丁目18番31号 4,594,300507,0005,101,300 9.87

計 － 4,594,300507,0005,101,300 9.87

（注）他人名義で所有している理由等

ＥＳＯＰ「株式給付信託（従業員持株会発展型プラン）」の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会

社（信託口）（東京都中央区晴海１丁目８-12）が所有しております。

　
　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成し

ております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成23年４月１

日から平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,514 16,700

受取手形及び売掛金 3,676 3,878

営業貸付金 26,313 25,436

有価証券 13,999 13,995

商品 352 373

販売用不動産 23,608 21,849

原材料及び貯蔵品 859 843

仕掛販売用不動産 9,949 9,955

繰延税金資産 4,640 4,466

その他 2,962 3,762

貸倒引当金 △829 △822

流動資産合計 100,047 100,440

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 54,359 53,739

機械装置及び運搬具（純額） 2,338 2,164

コース勘定 12,337 12,337

土地 26,515 26,454

建設仮勘定 1,287 1,427

その他（純額） 5,384 5,117

有形固定資産合計 102,223 101,241

無形固定資産

のれん 292 268

ソフトウエア 1,253 1,160

その他 2,287 2,301

無形固定資産合計 3,833 3,730

投資その他の資産

投資有価証券 10,742 11,617

関係会社株式 1,893 1,265

長期貸付金 3,592 3,573

繰延税金資産 2,133 2,149

その他 19,221 19,464

貸倒引当金 △6,317 △6,348

投資損失引当金 △10 △7

投資その他の資産合計 31,254 31,714

固定資産合計 137,311 136,687

資産合計 237,359 237,127
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 642 732

短期借入金 2,110 4,350

1年内返済予定の長期借入金 9,869 10,839

1年内償還予定の社債 1,924 1,924

未払金 13,109 7,892

未払法人税等 2,398 350

未払消費税等 371 624

前受金 810 1,379

前受収益 6,817 9,020

債務保証損失引当金 34 43

災害損失引当金 744 457

その他 6,819 7,646

流動負債合計 45,652 45,260

固定負債

社債 5,175 5,000

長期借入金 10,786 13,258

繰延税金負債 2,243 2,240

退職給付引当金 849 928

役員退職慰労引当金 1,447 1,461

長期預り保証金 103,772 100,723

負ののれん 945 915

その他 5,105 5,066

固定負債合計 130,326 129,594

負債合計 175,979 174,855

純資産の部

株主資本

資本金 14,258 14,258

資本剰余金 13,906 13,906

利益剰余金 35,016 35,651

自己株式 △8,369 △8,313

株主資本合計 54,811 55,502

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △198 △124

その他の包括利益累計額合計 △198 △124

新株予約権 366 388

少数株主持分 6,400 6,505

純資産合計 61,379 62,272

負債純資産合計 237,359 237,127
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 23,337 22,699

売上原価 4,631 4,305

売上総利益 18,706 18,394

販売費及び一般管理費

給料及び賞与 6,187 6,373

役員退職慰労引当金繰入額 13 13

修繕維持費 509 505

水道光熱費 912 974

減価償却費 1,372 1,389

その他 7,235 7,607

販売費及び一般管理費合計 16,231 16,863

営業利益 2,474 1,530

営業外収益

受取利息 70 58

受取配当金 1 1

割賦利息及び手数料 3 2

投資損失引当金戻入額 － 2

持分法による投資利益 0 3

負ののれん償却額 33 30

保険解約返戻金 － 436

その他 31 56

営業外収益合計 140 590

営業外費用

支払利息及び社債利息 65 50

貸倒引当金繰入額 － 18

前受金保証料 11 3

控除対象外消費税等 57 57

その他 16 36

営業外費用合計 150 167

経常利益 2,464 1,954

特別利益

固定資産売却益 0 －

関係会社株式売却益 12 10

投資損失引当金戻入額 1 －

貸倒引当金戻入額 55 －

持分変動利益 － 44

その他 － 5

特別利益合計 69 60
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(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

特別損失

固定資産除却損 4 2

投資有価証券評価損 － 6

減損損失 － 147

災害による損失 － 106

貸倒引当金繰入額 139 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 29 －

その他 － 45

特別損失合計 174 308

税金等調整前四半期純利益 2,360 1,706

法人税、住民税及び事業税 194 322

法人税等調整額 890 102

法人税等合計 1,085 425

少数株主損益調整前四半期純利益 1,274 1,281

少数株主損失（△） △15 △2

四半期純利益 1,289 1,283
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,274 1,281

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △317 74

その他の包括利益合計 △317 74

四半期包括利益 957 1,356

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 973 1,358

少数株主に係る四半期包括利益 △15 △2
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,360 1,706

減価償却費 1,515 1,509

減損損失 － 147

のれん及び負ののれん償却額 △21 △6

貸倒引当金の増減額（△は減少） 83 23

退職給付引当金の増減額（△は減少） 101 78

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 13 13

受取利息及び受取配当金 △71 △59

支払利息及び社債利息 65 50

投資有価証券評価損益（△は益） － 6

投資損失引当金の増減額（△は減少） △1 △2

売上債権の増減額（△は増加） △662 739

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,189 1,716

仕入債務の増減額（△は減少） △82 88

未払金の増減額（△は減少） △4,305 △3,682

前受金の増減額（△は減少） 466 569

長期預り保証金の増減額（△は減少） △2,676 △3,043

未払消費税等の増減額（△は減少） △110 250

その他 1,304 1,729

小計 △831 1,836

利息及び配当金の受取額 87 75

利息の支払額 △53 △44

法人税等の支払額 △5,550 △2,300

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,348 △432

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △10 △410

定期預金の払戻による収入 2,210 560

有価証券の取得による支出 △3,499 △16,493

有価証券の売却及び償還による収入 2,000 15,500

投資有価証券の取得による支出 △695 △749

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,000 －

関係会社株式の取得による支出 △3 △25

関係会社株式の売却による収入 29 40

有形及び無形固定資産の取得による支出 △2,099 △2,046

貸付けによる支出 △17 △46

貸付金の回収による収入 10 33

その他 442 95

投資活動によるキャッシュ・フロー △632 △3,541
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(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,482 2,240

長期借入れによる収入 30 6,500

長期借入金の返済による支出 △3,267 △3,058

社債の償還による支出 △175 △175

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の処分による収入 17 33

配当金の支払額 △923 △466

少数株主への配当金の支払額 △0 △0

その他 △34 98

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,872 5,172

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,854 1,198

現金及び現金同等物の期首残高 31,592 21,446

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

821 540

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 22,559

※１
 23,186
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【継続企業の前提に関する事項】

    該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

（連結の範囲の重要な変更）
　当第１四半期連結会計期間より、非連結子会社でありました㈱アドバンスト・メディカル・ケアは重要性が
増したため、連結の範囲に含めております。

 

　

【会計方針の変更等】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

（会計方針の変更）
　当第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22
年６月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平
成22年６月30日）を適用しております。
　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・
オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正
な評価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。
　なお、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、これによる影響はありません。
 

（連結子会社アール・シー・アイ・ジャパン㈱における年会費収益計上方法の変更）

　連結子会社のアール・シー・アイ・ジャパン㈱の年会費収益の計上については、従来、支払期限到来時に一括
して収益計上を行っておりましたが、前第３四半期連結会計期間より、年会費の有効期間にわたり月次均等計上
する方法に変更しました。

　この変更は、年会費の管理システムの拡充が前第３四半期連結会計期間において行われ、月次均等計上が可能
となったこと、及び、親会社であるリゾートトラスト㈱の会計方針と統一するために変更されたものでありま
す。

　この変更に伴い、従来の方法と比較し、前第１四半期連結累計期間において変更後の方法によった場合、前第１
四半期連結累計期間の売上高は141百万円、営業利益及び経常利益は115百万円それぞれ増加し、税金等調整前四
半期純利益は243百万円減少いたします。

 

　

【追加情報】

　

当第１四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及
び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の
訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
 

（退職給付引当金）

　当社及び一部の連結子会社は、平成23年4月1日に退職年金支給規定の改定を行い、税制適格退職年金制度から
確定給付企業年金制度へ移行いたしました。これに伴い、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業
会計基準適用指針第１号）を適用したことにより、当事業年度において退職給付債務が346百万円減少しており
ます。

　なお、当該過去勤務債務は発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法
により、発生年度より償却しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

保証債務
連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し
て、債務保証を行っております。

保証債務
連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し
て、債務保証を行っております。

エクシブ会員 1,133百万円エクシブ会員 1,689百万円

ベイコート倶楽部会員 1,642百万円ベイコート倶楽部会員 2,125百万円

サンメンバーズフレックス会員 0百万円 サンメンバーズフレックス会員 0百万円

ハイメディック会員 114百万円ハイメディック会員 225百万円

ゴルフ会員 107百万円ゴルフ会員 118百万円

クルーザークラブ会員 4百万円 クルーザークラブ会員 3百万円

計 3,001百万円計 4,163百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

 
───

 
───

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年６月30日)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成22年６月30日現在) (平成23年６月30日現在)

現金及び預金 15,119百万円現金及び預金 16,700百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金
及び担保預金

△3,459百万円
預入期間が３ヶ月を超える定期預金
及び担保預金

△1,059百万円

有価証券勘定に計上されている取得
日から３ヶ月以内に償還期限が到来
する譲渡性預金

10,900百万円
有価証券勘定に計上されている取得
日から３ヶ月以内に償還期限が到来
する譲渡性預金

7,500百万円

　 　
その他流動資産勘定に計上されてい
るコールローン

45百万円

現金及び現金同等物 22,559百万円現金及び現金同等物 23,186百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年6月29日
定時株主総会

普通株式 923 20平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。

　

　

当第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年6月29日
定時株主総会

普通株式 471 10平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

(注) 配当金の総額は、ＥＳＯＰ「株式給付信託（従業員持株会発展型プラン）」導入において設定した、資産管理サー

ビス信託銀行株式会社（信託口）所有の当社株式507,000株に対する配当金５百万円を含めて記載しております。

　

２  基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日）

 １ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
(注)

合計
会員権事業

ホテルレスト
ラン等事業

ゴルフ事業
メディカル
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 7,494 12,1081,988 1,68223,273 64 23,337

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

1 504 13 0 519 135 655

計 7,495 12,6122,002 1,68223,792 199 23,992

セグメント利益 1,462 746 135 102 2,446 27 2,474

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸業、別荘管理業等を含んで

おります。

　

 ２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利    益 金    額

報告セグメント計 2,446

「その他」の区分の利益 27

四半期連結損益計算書の営業利益 2,474

　

 ３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

「メディカル事業」セグメントにおいて、下記ののれんの金額が変動しております。

　当社グループが積極的な展開を図っているシニアレジデンス事業を発展させるにあたっての基盤とす

るため、トラストガーデン㈱の株式を取得し、連結子会社としたことによりのれんが発生しております。

　また、従来は非連結子会社でありました㈱ウェル・トラスト及びヒューマンライフサービス㈱も同様に

今期より連結の範囲に含めたことにより、未認識でありましたのれん及び負ののれんを計上しておりま

す。

　なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第１四半期連結累計期間においては374百万円であり、負の

のれんの増加額は当第１四半期連結累計期間においては1,066百万円であります。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日）

 １ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
(注)

合計
会員権事業

ホテルレスト
ラン等事業

ゴルフ事業
メディカル
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 6,382 11,6801,925 2,59422,583 116 22,699

  セグメント間の内部売上
高又は振替高

1 566 13 0 582 79 661

計 6,383 12,2471,938 2,59423,165 195 23,360

セグメント利益 283 911 91 224 1,510 20 1,530

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸業、別荘管理業等を含んで

おります。

　

 ２ 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利    益 金    額

報告セグメント計 1,510

「その他」の区分の利益 20

四半期連結損益計算書の営業利益 1,530

　

 ３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　該当事項はありません。

　

(金融商品関係)

　　　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

　　　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

　　　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(企業結合等関係)

　　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算

定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 27円93銭 27円54銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 1,289 1,283

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,289 1,283

普通株式の期中平均株式数(千株) 46,184 46,616

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 27円82銭 －

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(千株) 180 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった
ものの概要

新株予約権方式の

ストックオプション

取締役会決議日

平成22年６月29日

新株予約権　 　10,000個

普通株式　　1,000,000株

発行価格　　　　1,339円

行使期間

　平成22年11月１日～

　平成27年６月29日

新株予約権方式の

ストックオプション

取締役会決議日

平成23年６月29日

新株予約権　 　10,000個

普通株式　　1,000,000株

発行価格        1,041円

行使期間

　平成23年11月１日～

平成28年６月29日

（注）当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため、記載をしておりません。

 

（会計方針の変更）

　当第１四半期連結会計期間より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月

30日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30

日）を適用しております。

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプ

ションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額の

うち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

　これらの会計基準等を適用しなかった場合の前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当り四半期純利益の

金額は、27円80銭であります。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月12日

リゾートトラスト株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　佐　 藤 　　  茂       ㊞
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡　　野　　英　 生　　㊞
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　久　　野　　誠　 一　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているリ
ゾートトラスト株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会
計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日か
ら平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計
算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを
行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、リゾートトラスト株式会社及び連結子会社の
平成23年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び
キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ
なかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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